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九州地方における臨床由来溶血性レンサ球菌の血清型の動向（２０２２年）

は じ め に

１９９１年度以来、九州地区では地方衛生研究所のレ
ファレンス業務の一環として「九州ブロック溶レン
菌感染症共同調査要領１）」に基づき、共同でＡ群溶
血性レンサ球菌感染症の調査２‐１０）を行っている。２０２２
年の動向について報告する。

材料および方法

１ 材料

２０２２年に大分県、佐賀県及び沖縄県の各医療機関
定点で採取された臨床材料から、各地方衛生研究所
で分離または群・型別したＡ群溶血性レンサ球菌１３
株について集計を行った。その内訳は大分県１２株、
佐賀県１株、沖縄県０株であった。

２ 同定、群別およびＴ型別

ウマ血液寒天培地上でβ溶血を示した菌株につい
て常法に従い同定し１１）、ストレプトＬＡ（デンカ生
研）を用いて群別を行った。Ｔ蛋白による型別は、
市販のＴ型別用免疫血清（デンカ生研）を用いてス
ライド凝集反応により実施した。血清凝集反応で型
別不能となった菌株については、ピロリドニルアリ
ルアミダーゼ活性試験１２）でＡ群溶血性レンサ球菌で
あることの確認を行った。

結果および考察

１ 九州地方におけるＡ群溶血性レンサ球菌のＴ型

分布の年次推移

九州地方におけるＡ群溶血性レンサ球菌のＴ型分
布および年次菌型推移を表１、図１に示す。２０２２年
に九州地区で分離されたT血清型は３種類（型別不
能を除く）で、分離頻度の高かったのはTB３２６４型

（４６．１％）、T１２型（３８．５％）であった（表１）。
県別に主な流行血清型を見ると、大分県では３種類
のT型が分離され、T１２型とTB３２６４型が各５株（計
８３．３％）、T１３型が１株で、型別不能は１株であっ
た（表２）。佐賀県では、TB３２６４型が１株分離さ
れた（表３）。沖縄県では、２０２２年は菌の分離がな
かった（表４）。

次に、T型別の経年変化（表５、図１～４）をみ
ると、２０２２年は前年と同様にTB３２６４型が多く分離
され、前年に１株しか分離されていなかったT１２型
が急増してこれに次いだ。一方、前年にTB３２６４型
に次いで多かったT２８型は分離されなかった。２０２２
年には２０１５年以降分離されていなかったT１３型が１
株分離された。２０２０年まで増加傾向が見られていた
T４型（２０１８年３．８％、２０１９年１６．５％、２０２０年３５．９％）
は、２０２１年に続き２０２２年も分離されなかった。

Ａ群溶血性レンサ球菌は、近年分離件数が減少傾
向であるが、２０２０年に３９株、２０２１年に１８株、２０２２年
に１３株と大きく減少した。これは２０２０年から続く新
型コロナウイルス感染症予防対策による副次的効果
でＡ群溶血性レンサ球菌咽頭炎患者数が減少したこ
との反映と考える。

２ 劇症型溶血性レンサ球菌感染症報告

２０２２年に九州地区各県より報告のあった劇症型溶
血性レンサ球菌感染症について表６に示す。なお、
同表記載のEMM型（M蛋白の型）とemm型（M蛋
白の遺伝子型）およびspe型（発熱性毒素遺伝子の
型）は国立感染症研究所細菌第一部の池辺忠義博士
の試験データによる。

九州地区の患者報告数（２０２２年検査分）は２４症例
で昨年の半分以下の報告であった。発生県別では福
岡県が最多で２０例（８３．３％）、次いで鹿児島県２例、
大分県と沖縄県が各１例であった。

年齢層は３０歳代から９０歳代までだが、３０歳代は１
＊１ 大分県北部保健所、＊２ 佐賀県衛生薬業センター、
＊３ 沖縄県衛生環境研究所
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例だけで、ほかは５０歳代以上であり、特に７０歳代
（１０例）と８０歳代（７例）が多く、７０歳以上の割合
は７９％（１９／２４）であった。男女比は１：１．２であっ
た。

血清群別の内訳は、Ｇ群が最も報告が多く１５例
（６２．５％）で、次いでＡ群６例（２５．０％）、Ｂ群３
例（１２．５％）で あ っ た。Ｇ群 は、２０１９年 に１８例
（３５．３％）、２０２０年に２２例（５２．４％）、２０２１年に２７
例（５１．９％）と近年増加傾向にあり、報告件数の半
数以上を占めるようになった。２０２２年の報告件数は
減少したものの、Ｇ群の占める割合としては６割を
超えた。

Ａ群のT血清型は、TB３２６４型が２例で最も多く、
ほかはT１１型、T１２型、T２８型およびT型別不能が各
１例であった。そのemm遺伝子型は、TB３２６４型が
emm８９、T１１型 がemm４４、T１２型 がemm１２、T２８型
がemm２８、T型別不能がemm８１であった。spe型は、
T２８型だけがＢ・Ｃで、ほかはＢであった。

Ｂ群の血清型は、Ⅰb型、Ⅳ型およびⅤ型であっ
た。

Ｇ群のemm遺伝子型では、２０２０年から首位にあ
るstG６７９２が６例（４０％）と最多で、次いでstG６５３
が２例（１３％）であった。
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表１ 九州地区：溶レン菌分離株の群・Ａ群Ｔ型別分布（２０２２）

表２ 大分県：溶レン菌分離株の群・Ａ群Ｔ型別分布（２０２２）
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表３ 佐賀県：溶レン菌分離株の群・Ａ群Ｔ型別分布（２０２２）

表４ 沖縄県：溶レン菌分離株の群・Ａ群Ｔ型別分布（２０２２）
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表６ 劇症型溶血性レンサ球菌感染症例（２０２２）
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図１ 九州地区の推移（２０１３～２０２２）

図２ 大分県の推移（２０１３～２０２２）
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図３ 佐賀県の推移（２０１３～２０２２）

図４ 沖縄県の推移（２０１３～２０２２）

大分県衛生環境研究センター年報 第50号,95～102(2022)資料

１０２



遠藤智哉、溝腰朗人、塚本伸哉＊、成松浩志、岡﨑嘉彦

Trend of Bacterial Diarrhea Surveillance in Oita Prefecture，2022

Tomoya Endo，Akito Mizokoshi，Shinya Tsukamoto，Hiroshi Narimatsu and Yoshihiko Okazaki

Key words : 細菌性下痢症bacterial diarrhea，サルモネラSalmonella，大腸菌E.coli

図１ 検体の年齢別性別構成（２０２２年）

大分県における細菌性下痢症サーベイランスの動向（２０２２年）

は じ め に

前回までの報告９）に引き続き、大分県の主に小児
における細菌性散発下痢症の２０２２年の発生動向を報
告する。
材料および方法

２０２２年１月から同年１２月末までに、県内の医療機
関（小児科及び内科）において細菌性下痢症が疑わ
れた患者便および分離菌株について細菌学的検索を
実施した。検査方法の詳細は前報告１，２）のとおりであ
る。腸管出血性大腸菌（EHEC）、毒素原性大腸菌
（ETEC）、腸管組織侵入性大腸菌（EIEC）、腸管
病原大腸菌（EPEC）及び腸管凝集付着性大腸菌
（EAggEC）はPCR法３‐７）を用いて検索した。ただし、
EPECとEAggECについては病原因子が不明（研究
途上）であり、散発下痢症では確定診断が困難であ
るため、他の下痢原性大腸菌のカテゴリーの病原因
子を保有せず、eae遺伝子を保有するものを「EPEC
疑い」、aggR遺伝子を保有するものを「EAggEC疑
い」として計上している。なお、本報告の文中では
簡略のため以下「疑い」の表記を省略する。Es-
cherichia albertiiは、既報８）のPCR法を用いて確認し
た。

１検体から同一の菌種または血清型が分離された
場合は「１株」として集計し、１検体から複数の菌
種または血清型が分離された場合は、それぞれの菌
種または血清型ごとに「１株」として集計した。ま
た「検出率」とは検査検体数における菌検出検体数
（≒検出菌株数）の割合（％）で示した。

結果および考察

１ 検査した検体の構成

検体数は延べ６９検体で、前年に続き減少し、過去
３年の平均の１２５検体の半分程度であった。２０２０年

から続く新型コロナウイルス感染症の県内外の大流
行による社会的な影響（会食の自粛等）受けた可能
性も考えられる。検体由来は、男性３３検体、女性３３
検体、不明３検体（男女比１：１）で、年齢構成は
図１のとおりであった。

２ 下痢症起因菌の検出状況

６９検体のうち３７検体（５３．６％）から４１株の下痢症
起因菌を検出した。検出菌の内訳は、サルモネラ属
菌が最も多く３０株（全菌株数の７３．２％）、次いで
EPECが６株（同１４．６％）、カンピロバクター（C.
jejuni）と黄色ブドウ球菌が各２株（同各４．９％）、
EHECが１株（同２．４％）であった（図２参照）。
２０２２年は、複数菌同時検出例が３検体あり、その組
合せは、①C. jejuniとEPECおよび黄色ブドウ球菌、
②サルモネラ属菌とC. jejuni、③EPECと黄色ブド
ウ球菌であった。

＊大分県北部保健所
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図２ 検出菌の内訳（２０２２年）

表１ 検出されたサルモネラの血清型（２０２２年）

２．１ サルモネラ属菌

サルモネラ属菌は検査検体６９検体中３０検体
（３３．７％）から１４種類の血清型が計３０株検出され
た。１４血清型の内訳は表１に示すとおりである。

本県の調査で過去２０年間（２００１年～２０２０年）に検
出されたサルモネラ属菌８９５株中、検出株数の多かっ
た上位５血清型は、上から順にEnteritidis、Braen-
derup、Typhimurium、Saintpaul、Thompsonである９）

が、最近はEnteritidisとTyphimuriumの検出数は激
減しており、２０２２年は不検出であった。その一方で、
Schwarzengrundは増加傾向にある９）。

Miyazakiは毎年数株検出されているが、検査検体
数が減少している２０２２年にあって、６株も検出され
た。また、Oranienburgは、イカ珍味を原因とする
全国的な食中毒事件が発生した１９９９年に初めて２８株
検出され、それ以降は、低頻度に１～２株検出され
るだけ（２０００年１株、２０１１年１株、２０１４年１株、２０１８
年２株、２０１９年１株）であったが、２０２２年に４株も
検出された。これらは通常とは異なる何らかの原因
があった可能性も考えられ、今後の動向を注視した
い。

２０２２年に検出された１４血清型のうちPotsdamは、
１９８５年の調査開始以来２回目の検出（１回目は１９９７
年に１株）で、GiveおよびＯ１３: y : －（型名不明）
は初めての検出である。

２．２ 下痢原性大腸菌

下痢原生大腸菌のうち、EHEC O１４６: HNM（VT
２）が１株、EPECが６株（O１５２、O１５３およびOUT
４株）検出された。EAggEC、ETECおよびEIECは
検出されなかった。わが国においてEHEC O１４６は
分離頻度の低い血清型で、国立感染症研究所のホー
ムページの病原微生物検出情報（https : //www.niid
.go.jp/niid/ja/iasr.html）から全国の地方衛生研究所
の報告集計（２０１７年～２０２１年）をみても毎年全EHEC
分離株の０．２％～０．３％、多い年でも０．９％程度で、
大分県の過去の調査でも２０１７年１月に初めて１株検
出されただけである。なお、２０１７年と２０２２年の両株
とも腸管細胞付着関連因子のインチミンの遺伝子
（eae）を保有していなかった。

３ 年齢層別の菌検出状況

年齢別の菌の検出状況を表２に示す。
サルモネラ属菌は幅広い年齢層で検出されてい

る。ほかの下痢症起因菌は検出数が少ないので明確
な傾向はつかめないが、EPECは４歳～７歳の年代
層からよく検出された。ただし、EPECや黄色ブド
ウ球菌は、ほかの菌との同時検出例がしばしば認め
られた。カンピロバクターは、５歳男児と８歳女児
から検出されたが、前者からはEPEC O１５２と黄色
ブドウ球菌（コアグラーゼ型Ⅱ・エンテロトキシン
Ｄ産生）が、後者からはサルモネラ属菌（S. Braen-
derup）が同時に検出された。また、６歳女児から
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表２ 年齢層別の菌検出状況（２０２２年）

表３ 月別の菌検出状況（２０２２年）

EPEC OUTと黄色ブドウ球菌（コアグラーゼ型Ⅵ・
エンテロトキシンＤ産生）が同時に検出された。

４ 季節別の検出状況

月別の菌検出状況を表３に示す。６月から１０月に
検出数が多い傾向があった。カンピロバクターは１０
月に検出された。サルモネラ属菌は７月と９月に多
かったが、冬でも検出された。これまで検体数・検
出数のピークは夏にあったが、２０２２年は１０月に認め

られた。新型コロナウイルス感染症流行の第７波の
ピークが２０２２年の８月にあり、その後、同感染者数
は減少し、１０月は第８波が始まる前の比較的に落ち
着いた時期であったので、その社会的影響かもしれ
ない。
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食品の微生物学的検査成績について（２０２２年度）

は じ め に

大分県では、食中毒の発生防止対策、流通食品の
汚染状況の把握および汚染食品の排除を目的とし、
大分県食品衛生監視指導計画に基づき、市販食品の
収去検査を実施している。２０２２年度は、県産・国産
食肉、輸入食肉、加工食肉、県産鶏卵、県産ミネラ
ルウォーター、県産及び輸入養殖魚介類、生食用・
加熱用二枚貝（カキ）の計８９検体について、食中毒
起因菌や汚染指標細菌、残留抗生物質、ノロウイル
スなどの項目について検査を実施した。

材料および方法

１ 材料

２０２２年４月から２０２２年３月にかけて、県下５ブ
ロックの食品衛生監視機動班が収去・搬入した県
産・国産食肉２０検体（豚肉１０、鶏肉１０）、輸入食肉
１０検体（牛肉２、豚肉５、鶏肉３）、加工食肉１０検
体（牛ミンチ３、豚ミンチ２、鶏ミンチ５）、県産
鶏卵１０検体、県産ミネラルウォーター１０検体、養殖
魚介類２０検体（県産１０、輸入１０）および二枚貝９検
体（加熱用殻付きカキ４、加熱用むき身カキ１、生
食用殻付きカキ４）について検査を行った（表１）。

２ 検査項目

食中毒起因菌（病原性大腸菌、黄色ブドウ球菌、
サルモネラ属菌、カンピロバクター）、汚染指標細
菌（一般細菌数、大腸菌群、E.coli）、ノロウイル
スおよび抗生物質について検査を行った。

３ 検査方法

各項目の検査方法は、規格基準の定められた食品
は公定法（食品衛生法および関連法規）に従って実
施し、それ以外の食品については、大分県検査実施

標準作業書に基づいて実施した。
検査法の詳細は既報２，８）のとおりである。

結 果

８９検体中１２検体（１３．５％）から、食中毒起因菌等
が検出された（表１）。

県産・国産食肉２０検体中鶏肉６検体から食中毒起
因菌が検出された。内訳は、４検体から黄色ブドウ
球菌、３検体からサルモネラ属菌、１検体からカン
ピロバクター（C.jejuni）が検出された（重複検出
２検体）。一方、輸入食肉は１０検体中鶏肉１検体か
ら黄色ブドウ球菌が検出されただけであった。な
お、抗生物質はいずれの食肉からも不検出であっ
た。

加工食肉１０検体中５検体（牛ミンチ１、鶏ミンチ
４）から食中毒起因菌が検出された。内訳は３検体
（牛ミンチ１、鶏ミンチ２）から黄色ブドウ球菌、
鶏ミンチ１検体からサルモネラ属菌、鶏ミンチ１検
体からカンピロバクター（C.jejuni）が検出された。

食肉および加工食肉の計４０検体から病原性大腸菌
は不検出であった。検出された４件のサルモネラの
血清型は、いずれもS.Schwarzengrund（O４: d :１，７）
であった。

県産鶏卵１０検体からサルモネラ属菌および抗生物
質は不検出であった。

県産ミネラルウォーター１０検体について、大腸菌
群はすべて不検出であった。一般細菌数では、ミネ
ラルウォーターの原水の基準１０２/ml（食品衛生法の
製造基準）を超える検体はなかった。

養殖魚介類２０検体から抗生物質は検出されなかっ
た。

二枚貝（生カキ）９検体からは、ノロウイルス遺
伝子は検出されなかった。９検体中、生食用殻付き
カキ４検体はすべて食品衛生法の成分規格に適合し
ていた。＊大分県北部保健所
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考 察

これまでの成績１‐１４）と同様に今回の調査において
も、国内産の鶏肉１０検体中３検体と鶏ミンチ５検体
中１検体からサルモネラ属菌、鶏肉１検体と鶏ミン
チ１検体からカンピロバクターが検出された。鶏肉
から分離された４件のサルモネラ属菌の血清型はす
べてSchwarzengrund（O４: d :１，７）であっ た。こ
の型は２００６年度から検出されるようになり、近年検
出されたサルモネラ血清型はすべてこの型で、２０１９
－２０２１年度の３年間に鶏肉では計２２検体中８検体
（３６％）、鶏ミンチでは計９検体中２検体（２２％）
から検出されている１２‐１４）。また、この型は大分県の
散発下痢症においても２００６年からよく検出されるよ
うになり、２０１８年４件、２０１９年６件、２０２０年６件、
２０２１年３件、２０２２年４件検出されており１５‐１８）、今後
もその動向を注視したい。カンピロバクターは、大
分県では細菌性食中毒の発生件数としては最多の病
因物質となっており１９）、鶏肉の生食や不十分な加熱
による食中毒のリスクが高いことを示唆する。これ
らのことから、食肉を取り扱う営業者や消費者に対
し、鶏肉の十分な加熱の必要性を啓発すべきと考え
る。

鶏卵は、１９９９－２０２２年度までの２４年間で計３１０検
体の検査を行ってきたが、サルモネラ属菌および抗
生物質は不検出であった。

ミネラルウォーターについては、食品衛生法の規
格基準には製品の一般細菌数の基準はないが、原水
の基準（１０２/ml以下）を超えることは、製造工程上
の殺菌不良等の可能性がある。２００８－２０２１年度まで
の１４年間の成績１‐１４）によると、２０１６、２０１７および２０２１
年度を除き、原水の基準を超える細菌数が検出され
た製品が認められており、県内の清涼飲料水製造業
者に対する指導の継続が望まれる。

二枚貝（生カキ）のノロウイルスは２０１８年度から
不検出が続いている（２０２０年度は未実施）。ノロウ
イルスの検出率（検出検体数／検査検体数）を５年
間区切りで見てみると、２００６－２０１０年度は１８．３％
（１９／１０４）と高かったが、以降は減少傾向にある。

以上、流通する食品の微生物汚染を早期に探知す
ることで、食中毒の未然防止や食品の安全確保が図
られ、衛生行政に貢献できると考える。
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表２ 黄色ブドウ球菌のコアグラーゼ型とエンテロトキシン産生性
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食品の理化学的検査結果について（２０２２年度）

は じ め に

２０２２年度に県下５ブロックの食品衛生監視機動班
が「２０２２年度大分県食品衛生監視指導計画」に基づ
いて収去した食品の理化学的検査結果について報告
する。また、行政依頼検査の結果について報告する。

材料及び方法

１ 材料

２０２２年４月から２０２３年３月の間に収去・搬入され
た食品１５９検体及び行政依頼があった試料７検体に
ついて検査を実施した。

２ 検査方法

２．１ 収去検査

食品衛生法に定められた試験法に準拠した大分県
検査実施標準作業書に基づき検査を実施した。

２．２ 行政依頼検査

食中毒疑い患者の発生により、ヒスタミン及びク
ワズイモについて検査を実施した。

結 果

収去検査及び行政依頼検査結果の検査項目毎の結
果は表１のとおりである。

１ 動物用医薬品

県産鶏卵、県産・輸入食肉、県産・輸入養殖魚介
類６０検体について検査を実施した。県産養殖魚介類
４検体からオキシテトラサイクリンが検出された
が、基準値未満であった。

２ 残留農薬

県産野菜・果実３０検体について検査を実施した。
１検体からアゾキシストロビン、ピラクロストロビ
ン及びボスカリドが、１検体からアセタミプリドが
検出されたが、すべて基準値未満であった。

３ 食品添加物

３．１ 漂白剤

県産・国産加工食品（果実酒、味噌等）１０検体に
ついて検査を実施した。６検体から二酸化硫黄が検
出されたが、すべて基準値未満であった。

３．２ 保存料・甘味料

県産・国産加工食品（魚肉ねり製品、食肉製品及
び漬物等）の２９検体について保存料（ソルビン酸、
デヒドロ酢酸、安息香酸及びパラオキシ安息香酸
類）及び甘味料（サッカリンNa）の検査を実施し
た。８検体からソルビン酸が、１検体からサッカリ
ンNaが検出されたが、すべて基準値未満であった。

３．３ 発色剤

保存料及び甘味料の検査を実施した２９検体のう
ち、食肉製品９検体については同時に発色剤（亜硝
酸根）の検査を実施した。７検体から亜硝酸根が検
出されたが、すべて基準値未満であった。

４ 特定原材料（アレルギー物質）

４．１ 卵

県産加工食品１０検体について検査を実施した。す
べての検体で陰性であった。

４．２ 乳

県産加工食品１０検体について検査を実施し、１検
体で陽性であった。＊１ 大分県北部保健所

＊２ 大分県西部保健所
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表１ 食品等の理化学的検査結果

注１）２９検体のうち食肉製品９検体については、同一の検体を用いて発色剤の検査も実施しており、重複する
検体数は合計値に含めない。

５ ヒスタミン

県産魚介類加工品１０検体について検査を実施し、
１検体からヒスタミンが検出された。

６ 食中毒等

食中毒原因物質としてヒスタミンが疑われた３検

体（調理残品等）について検査を実施した結果、い
ずれもヒスタミンは検出されなかった。また、食中
毒原因物質としてクワズイモが疑われた検体（調理
残品等）について検査を実施した結果、針状結晶が
確認された。
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